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上の森公園 Park-PFI 事業 第 2 回質問回答 

令和８年 11 月６日 

No. 資料名 頁 章 大項目 中項目 小項目 項目名 質問事項 回答 

1 

公募設

置等指

針 

3 1 2 (3) - 

既存施設

の 詳 細

（既存駐

車場） 

参考資料 9「特定公園施設整備に関する想定」表 1で

は、既存駐車場の取扱いを「現状通り運用」とされて

います。公園利用者用の既存駐車場（駐車場 A～C）

について、現在の開放時間及び夜間の閉鎖の運用を

ご教示ください。 

駐車場の利用時間は 6時 00 分から 22時 00 分までです

が、実際の駐車場の開閉は、観光交流施設の利用時間等

も考慮し、5 時 30 分に開錠、23 時 00 分に施錠してい

ます。 

2 

公募設

置等指

針 

9 2 1 （2） - 

公募対象

公園施設

の場所 

事業対象区域のうち南側の斜面部分の緑地につい

て、条例等により確保が求められる緑地に該当しま

すか。該当する場合、公募対象公園施設の区域の面積

に対して確保すべき緑地の割合等の基準があればご

教示ください。 

本公園には、条例等により確保が求められる緑地に該

当するものはありません。また、公募対象公園施設の区

域面積に対して確保すべき緑地割合等の基準もありま

せん。 

3 

公募設

置等指

針 

10 2 1 (5) ⑦ 

造 成 計

画・排水

計画 

公募対象公園施設の敷地は接道する道路より低いた

め、敷地内で雨水処理を行ったうえでなお想定を超

える降雨があった場合に、溢水分を公園内の既存排

水施設へ放流することは可能でしょうか。放流量等

の詳細は設計協議の中で改めて協議させていただく

前提です。 

参考資料 9 に示すとおり、公募対象公園施設の敷地と

前面道路との高低差を小さくし、擦り付け勾配を緩や

かにすることを想定しています。 

公募対象公園施設の敷地内で雨水の貯留・浸透等によ

る流出抑制を行うことを前提に、その処理能力を超え

る雨水を公園内の既存排水施設へ放流することは可能

です。放流位置、許容放流量及び接続方法等の詳細は、

設計協議において本町と協議の上、決定してください。 

4 

公募設

置等指

針 

10 2 1 (5) ⑨ インフラ 

公募対象公園施設の敷地は接道する道路より低く、

前面道路の公共下水道への接続が困難と見込まれま

す。公園施設内の既存汚水管へ接続することは可能

でしょうか。接続位置等の詳細は設計協議の中で改

めて協議させていただく前提です。 

参考資料 9 に示すとおり、公募対象公園施設の敷地と

前面道路との高低差を小さくし、擦り付け勾配を緩や

かにすることを想定しています。 

前面道路の公共下水道への接続が困難な場合、既存施

設の流下能力及び接続条件等に支障がない範囲で、公

園内の既存汚水管へ接続することは可能です。 

5 

公募設

置等指

針 

10 2 1 (5) ⑨ インフラ 

電灯及び動力並びに電話・光回線の引込みについて、

既設引込管からの分岐によらず、既存電柱からの単

独引込みとすることは可能でしょうか。 

既存電柱等から単独で引き込むことは可能です。具体

的な引込方法は、認定計画提出者の責任において各イ

ンフラ管理者と協議し、承認を得てください。また、引

込みに必要な費用は認定計画提出者の負担となりま

す。 
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No. 資料名 頁 章 大項目 中項目 小項目 項目名 質問事項 回答 

6 

公募設

置等指

針 

11 2 2 （1） ① 

テニスコ

ートの移

設 

「既存備品として、ベンチや審判台、ブラシは完備さ

れているため、これらは再利用することを想定する」

とありますが、既存の防球フェンス、門扉、ネット及

びその支柱については、撤去時の状態に応じて、再利

用の可否を施工段階で協議することで差し支えない

でしょうか。 

既存の防球フェンス、門扉、ネット及び支柱は、撤去時

の状態、安全性及び移設後に必要な性能等を確認でき

た場合には、再利用について本町と協議することが可

能です。なお、再利用する場合も、公募設置等指針に示

す性能・仕様を満たすものとしてください。 

7 

公募設

置等指

針 

11 2 2 （1） ① 

テニスコ

ートの舗

装仕様 

参考資料 6（既存テニスコート図面）では、既存テニ

スコートは非透水（密粒度アスコン）となっておりま

すが、移設後のテニスコートも非透水としてよろし

いでしょうか。 

移設後のテニスコートの下地の構造（透水性又は非透

水性）及び排水方式は限定しませんので、周辺の地下水

位や排水状況等を踏まえ、降雨後速やかに使用でき、プ

レイに必要な性能を確保できるようご提案ください。

その考え方は、様式 7-5「特定公園施設の整備計画」に

記載してください。なお、詳細は、設計協議において本

町と協議の上、決定してください。 

8 

公募設

置等指

針 

11 2 2 （1） ② 

ゲートボ

ール場の

舗装仕様 

参考資料 7（既存ゲートボール場図面）では、ゲート

ボール場の舗装仕様が平面図では「砂入り人工芝」、

詳細図では「クレイ舗装」となっております。現在の

砂入り人工芝の仕様をご教示ください。 

移設後のゲートボール場の砂入り人工芝舗装における

表層、下地構造及び排水方式は限定しません。周辺の地

下水位や排水状況等を踏まえ、降雨後速やかに使用で

き、ボールの転がりがスムーズとなる性能を確保でき

るようご提案ください。また、その考え方は、様式 7-5

「特定公園施設の整備計画」に記載してください。な

お、詳細は、設計協議において本町と協議の上、決定し

てください。 

9 

公募設

置等指

針 

11 2 2 （1） ③ 
園路・階

段 

公園南側の住宅地からの歩行者の利便性を高めるた

め、既存の階段又は園路とは別に、歩行者用の階段を

公募対象公園施設に附属する施設として設けること

を検討しています。当該階段を設けることは可能で

しょうか。 

ご提案の歩行者用階段を設けることは可能です。ただ

し、当該階段は、専用駐車場等と同様に、公募対象公園

施設として位置付けるものとし、認定計画提出者がそ

の責任及び負担において、整備及び維持管理を行って

ください。なお、設置位置、構造及び設置管理許可の範

囲等の具体的な内容は、設計協議において本町と協議

の上、決定するものとします。 

10 

公募設

置等指

針 

13 2 2 （3） ⑤ 

計画・設

計に関す

る事項 

機能の廃止期間を最小限とする観点から、貴町の要

請等により、工事期間中に完成した特定公園施設の

一部を一般の利用に供する場合は、当該部分につい

て完了検査及び引渡しを先行して行い、引渡しをも

って所有権及び管理責任が貴町に移転し、特定公園

施設建設・譲渡契約書（案）第 4条に基づき当該部分

の譲渡対価をお支払いいただくとの理解でよろしい

でしょうか。 

本町が要請し、特定公園施設の一部（施設単位に限る）

を先行して完了検査及び引渡しをする場合に限り、当

該部分に係る譲渡対価を特定公園施設建設・譲渡契約

に基づきお支払いします。 
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No. 資料名 頁 章 大項目 中項目 小項目 項目名 質問事項 回答 

11 

公募設

置等指

針 

14 2 2 （5） - 
整備費用

の負担 

参考資料 9「特定公園施設整備に関する想定」表 2で

は、既存施設の撤去として既存テニスコート（759 ㎡、

フェンス・扉を含む）が示されています。当該既存テ

ニスコートは公募対象公園施設整備可能エリア内に

位置しますが、その撤去に要する費用は、第 2 章 2

（5）に定める特定公園施設の整備に要する費用に含

まれるとの理解でよろしいでしょうか。 

既存テニスコートの撤去は、特定公園施設ではなく、公

募対象公園施設の整備に要する費用として考えていま

す。 

12 
参考資

料 4 
- - - - - 

既存電線

ケ ー ブ

ル・照明

施設 

参考資料 4（電気・上下水道図面）の「与那原観光交

流施設新築工事（電気２工区）工事設計図面」より、

テニスコートの移設に伴い、既存ゲートボール場北

側の電線ケーブルに影響が生じると思われます。当

該ケーブルをコート内を避けて移設する費用、並び

に既存テニスコート及びゲートボール場の照明施設

（配線・配管を含む）の移設に要する費用は、特定公

園施設の整備に要する費用として見込まれているで

しょうか。 

既存電線ケーブルの移設は、本町として想定しておら

ず、特定公園施設の整備に要する費用としても見込ん

でいません。そのため、テニスコート等の配置計画にあ

たっては、既存電線ケーブルの移設が生じないよう、極

力配慮してください。仮に、やむを得ず移設が必要とな

る場合は、その必要性、範囲及び費用負担について、設

計協議段階において本町と協議してください。 

13 

公募設

置等指

針 

18 4 1 - - 
日程（表

7） 

表 7 では「認定計画提出者による工事令和 10 年 1月

～令和 10年 5月予定」とされていますが、当該期間

は目安であり、建設工事における週休 2 日（4週 8休）

の確保等を考慮して公募設置等計画において提案す

る工事期間が表 7 と異なる場合でも差し支えないと

の理解でよろしいでしょうか。 

また、ゆとりある工期を確保する観点から、工期の後

ろ倒しが必要となる場合の協議は可能でしょうか。 

表 7 に示す工事期間は目安です。公募設置等計画では、

週休 2 日の確保等も踏まえ、合理的かつ実施可能な工

程をご提案ください。また、選定後に工期の変更が必要

となった場合は、基本協定に基づき協議します。 

14 

公募設

置等指

針 

18 4 1 - - 
日程（表

7） 

表 7 では、認定計画提出者による工事が令和 10 年 1

月～令和 10 年 5 月、供用開始が令和 10 年 7 月とさ

れています。工事期間と供用開始との間の約 2 か月

について、貴町が想定されている内容をご教示くだ

さい。 

工事完了から供用開始までの期間は、特定公園施設の

完了検査及び引渡し、公募対象公園施設の開業準備、そ

の他必要な手続等を行う期間として想定しています。

公募設置等計画において、合理的かつ実施可能な供用

開始時期をご提案ください。 
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No. 資料名 頁 章 大項目 中項目 小項目 項目名 質問事項 回答 

15 

公募設

置等指

針 

18 4 1 - - 
日程（表

7） 

表 7では認定計画提出者による工事を令和 10年 1月

～令和 10年 5月予定とし、第 2章 1（3）では公募対

象公園施設の設置管理許可を令和 10 年 1 月（工事着

手予定時期）とされています。工期にゆとりを確保す

るため、特定公園施設の工事として、既存テニスコー

トの撤去等を令和10年 1月より前に先行して着手す

ることは可能でしょうか。可能な場合、当該工事に係

る設置許可（基本協定書（案）第 36 条）の取得時期

の考え方をご教示ください。 

No.11 の回答のとおり、既存テニスコートの撤去は、公

募対象公園施設の整備に係る工事として取り扱いま

す。撤去費用は認定計画提出者の負担となります。既存

テニスコートの撤去を含む工事の着手に先立ち、公募

対象公園施設に係る設置管理許可その他必要な手続を

行ってください。 

なお、工程上の理由等により既存テニスコート撤去を

先行して実施する必要がある場合は、事業者選定後、撤

去の実施主体、権原、費用負担及び責任分担等について

町と協議するものとします。 

16 

公募設

置等指

針 

19 4 2 （4） - 

公募設置

等計画等

の作成及

び提出 

提出した公募設置等計画等の記載内容について、貴

町が公表される予定はありますか。公表される場合

は、その範囲及び時期をご教示ください。 

公募設置等予定者等を選定・通知したとき（令和 9年 1

月下旬予定）は、審査講評とあわせて計画概要を本町ホ

ームページで公表する予定です。また、公募設置等計画

を認定したとき（令和 9年 3月下旬予定）は、都市公園

法に基づき、当該認定をした日及び認定の有効期間並

びに指定した公募対象公園施設の場所を公示するとと

もに、計画概要を公表する予定です。公募設置等計画そ

のものの公表は、現時点では予定していません。 

17 
参考資

料 9 
- - - - - 

表 1・図 6 

（グラン

ド レ ベ

ル） 

参考資料 9 表 1 では、公募対象公園施設の方針とし

てグランドレベルを上げる（図 6 より約 52cm）とさ

れています。同工事期間に、町内又は近隣で盛土材と

して利用できる建設発生土の見込みはありますでし

ょうか。 

近くで実施している道路事業において、建設発生土の

予定があります。時期においては、詳細な調整が必要と

なり未確定要素が多いため、現時点においては、必要な

盛土材は、認定計画提出者において確保することを前

提にご提案ください。 

18 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 5 - - 

構成企業

間の工事

請負契約 

応募グループの構成企業 A が特定公園施設の建設業

務を担当し、その一部の工事を、同じ応募グループの

構成企業 B へ工事請負契約により発注する体制を検

討しています。各社の担当業務、施工体制及び責任分

担を公募設置等計画に明示し、貴町に対する基本協

定上の連帯履行責任を維持する場合、構成企業 B が

構成企業 A から工事を請け負うことと、構成企業 B

が応募グループの構成企業であることは両立可能で

しょうか。制限又は必要な条件がある場合は、ご教示

ください。 

応募グループ内部の契約等については、応募グループ

の責任において整理し、本町との協定及び契約の履行

に影響を及ぼさないようにしてください。 
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No. 資料名 頁 章 大項目 中項目 小項目 項目名 質問事項 回答 

19 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 5・8 - - 

工事代金

の支払義

務者 

No.18 の体制において、構成企業 A を構成企業 Bとの

工事請負契約上の注文者とし、構成企業 A が構成企

業 B に対する工事代金の支払義務を負うことは可能

でしょうか。貴町との基本協定及び特定公園施設建

設・譲渡契約の当事者は認定計画提出者である応募

グループとしたまま、内部の工事請負契約について、

代表企業ではない構成企業 A を注文者・工事代金の

支払義務者とすることの可否を確認するものです。 

応募グループ内部の契約等については、応募グループ

の責任において整理し、本町との協定及び契約の履行

に影響を及ぼさないようにしてください。 

20 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 5 - - 

店舗所有

者と建設

担当企業

の契約関

係 

公募対象公園施設について、構成企業 C が建物を所

有し、建築主・注文者として、同じ応募グループの構

成企業 A へ建設工事を発注し、構成企業 A が完成建

物を構成企業 C へ引き渡す体制は可能でしょうか。

貴町との契約及び設置管理許可の名義は第 1 回質問

回答 No.39 に従うものとし、建物所有者と建設担当

企業の間の工事請負契約の可否を確認するもので

す。 

応募グループ内部の契約等については、応募グループ

の責任において整理し、本町との協定及び契約の履行

に影響を及ぼさないようにしてください。 

21 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 5・44 - - 

構成企業

の連帯責

任 の 期

間・範囲 

特定公園施設の設計・建設のみを担当する構成企業

も、特定公園施設の引渡し及び契約不適合責任期間

の終了後、公募対象公園施設の管理運営、使用料の納

付、撤去・原状回復等の義務を連帯して負うのでしょ

うか。また、担当業務の完了後、貴町の承諾により責

任の範囲を限定し、又は構成企業から離脱すること

は可能でしょうか。 

各構成企業は、担当業務の分担にかかわらず、基本協定

及び本事業関連書類に基づく認定計画提出者の義務を

連帯して履行する責任を負います。構成企業の変更又

は離脱には、本町の事前承諾が必要です。 

22 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 6・39 - - 
規定の適

用関係 

第 6 条では本協定、公募設置等指針等及び公募設置

等計画等の優先順位が定められていますが、基本協

定、特定公園施設建設・譲渡契約及び設置管理許可等

の許可条件の内容が抵触する場合の優先順位をご教

示ください。また、質問回答の内容を最終的な基本協

定及び特定公園施設建設・譲渡契約へ反映する方法

をご教示ください。 

基本協定、特定公園施設建設・譲渡契約及び設置管理許

可等の許可条件の内容が抵触する場合の優先順位につ

いては、該当する事項の内容その他諸般の事情を踏ま

え、本町が合理的に定めることを想定しています。な

お、質問回答書は公募設置等指針等の一部として取り

扱います。 

23 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 
7・8・

31 
- - 

融資に伴

う担保設

定・債権

譲渡 

公募対象公園施設への抵当権の設定、特定公園施設

の譲渡対価請求権への担保の設定又は債権譲渡につ

いて、貴町の承諾の条件と必要な手続をご教示くだ

さい。また、金融機関から求められる場合、事業の継

続や地位の承継の手続を定める直接協定の締結につ

いて協議は可能でしょうか。 

公募対象公園施設への抵当権の設定、特定公園施設の

譲渡対価請求権への担保の設定又は債権譲渡を行う場

合は、本町の事前承諾が必要です。具体的な条件及び手

続については、認定計画提出者側からの提案を踏まえ、

個別に協議します。また、金融機関との直接協定の締結

についても協議に応じます。 
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No. 資料名 頁 章 大項目 中項目 小項目 項目名 質問事項 回答 

24 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 
10・

13・20 
- - 

貴町負担

の追加費

用と整備

費用上限

額との関

係 

第 10 条第 2項第 2号（特定公園施設部分の地中埋設

物）、第 13 条第 4項第 1号及び第 20 条第 3項（貴町

の責めに帰すべき事由）等により貴町が負担すると

される追加費用は、貴町が負担する特定公園施設の

整備費用上限額（80,000 千円）及び提案時の負担割

合とは別に精算されるのでしょうか。あわせて、その

承認・契約変更の手続をご教示ください。なお、物価

変動に関する確認ではなく、協定上貴町が負担する

とされる費用と上限額との関係を確認する趣旨で

す。 

本町が負担する増加費用又は損害については、公募設

置等指針に示すリスク分担及び基本協定書（案）の規定

に基づき、整備費用上限額（80,000 千円）及び提案時

の負担割合とは別に、発生原因、内容及び金額を確認の

上、協議します。 

25 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 
12・別

紙 2 
- - 

設計・建

設工事の

履行に係

る保険 

別紙 2の「設計、建設工事の履行に係る保険」の保険

金額（施設整備費（建設工事費相当額）の 10%）の算

定基礎は、各施設の建設工事費の総額でしょうか。特

定公園施設については、認定計画提出者の負担分を

含む総額でしょうか。また、構成企業又は施工企業を

保険契約者とする方法、既存保険の特約又は同等の

保証手段による対応は可能でしょうか。 

「施設整備費（建設工事費相当額）の 10％」は、それ

ぞれの対象施設に係る建設工事費相当額を算定基礎と

します。特定公園施設は、本町負担分及び認定計画提出

者負担分を合わせた建設工事費相当額を対象としま

す。また、構成企業又は施工企業を保険契約者とする方

法、並びに既存保険の特約又は同等の保証手段による

対応については、選定後に協議の上、可否を整理しま

す。 

26 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 

17・

20・別

紙 1 

- - 

工期の延

長と営業

可能期間 

貴町の事情又は不可抗力により公募対象公園施設の

開業が遅延した場合、公募設置等計画の認定の有効

期間及び設置管理許可の期間を延長することは可能

でしょうか。延長できない場合、営業可能期間の減少

に伴う損失の取扱いをご教示ください。 

公募設置等計画の認定の有効期間は、公募対象公園施

設の工事着手日から 20年であり、延長することはでき

ません。本町の責めに帰すべき事由又は不可抗力によ

る開業遅延に伴う費用又は損害については、公募設置

等指針に示すリスク分担及び基本協定書（案）の規定に

基づき取り扱います。 

27 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 31・32 - - 

構成企業

間の店舗

の賃貸借 

公募対象公園施設の所有企業と運営企業が異なる場

合、同一の応募グループの構成企業間の賃貸借も、第

32 条の「第三者に使用させる場合」として貴町の承

認の対象となるのでしょうか。対象となる場合の契

約の形式及び承認の時期をご教示ください。 

同一の応募グループの構成企業間において、認定され

た公募設置等計画に定める役割分担の範囲内で公募対

象公園施設を使用する場合は、構成企業間で賃貸借契

約等を締結する場合であっても、基本協定書（案）第 32

条に規定する「第三者による使用」には該当しないもの

とします。 

28 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 34 - - 原状回復 

事業終了時の原状回復について、造成後の地盤高、擁

壁、排水設備、地中配管及び基礎の撤去・残置の基準

をご教示ください。既存テニスコートの撤去前の状

態への復旧まで求めるものではないとの理解でよろ

しいでしょうか。また、貴町が残置を認める場合の条

件をご教示ください。 

造成後の地盤高については、事業終了時に既存テニス

コート撤去前の地盤高に戻す必要はありません。擁壁、

排水設備、地中配管及び基礎については、本町が有用と

認める場合、残置に関して協議することがあります。 
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No. 資料名 頁 章 大項目 中項目 小項目 項目名 質問事項 回答 

29 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 35・40 - - 

不可抗力

による費

用負担 

第 35 条第 2 項及び第 40 条第 3 項では不可抗力によ

る増加費用等は第 56 条の協議によるとされる一方、

特定公園施設建設・譲渡契約書（案）第 2 条第 3 項

では引渡し前の不可抗力による滅失・毀損は乙の負

担とされています。同一の災害による復旧費、工期延

長に伴う費用及び現場維持費について、各条項の適

用関係と、保険で補填されない費用の取扱いをご教

示ください。 

特定公園施設の引渡し前に不可抗力により毀損した施

設の復旧費については、特定公園施設建設・譲渡契約書

（案）第 2条第 3項に基づき取り扱います。その他、不

可抗力に伴う工期延長や現場維持等に係る増加費用に

ついては、基本協定書（案）の関係規定に基づき取り扱

うものとします。保険で補填されない費用については、

当該費用の性質等に応じ、基本協定書（案）及び特定公

園施設建設・譲渡契約書（案）の関係規定に基づき取り

扱います。 

30 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 45～50 - - 
解除に伴

う措置 

本協定が解除された場合に貴町が特定公園施設の出

来形部分を引き取るとき（第 49 条）の対価の算定方

法、認定計画提出者の負担割合及び支払時期をご教

示ください。また、貴町の事情又は不可抗力による解

除の場合の設計費、発注済みの資材費、工事の解約に

要する費用及び原状回復費の負担をご教示くださ

い。 

本協定の解除に伴い本町が特定公園施設の出来形部分

を引き取る場合の取扱いについては、基本協定書（案）

第 49条その他の関係規定に基づき、出来形の状況等を

踏まえて取り扱うものとします。また、本町の事情又は

不可抗力による解除に伴い発生する各種費用について

も、その発生原因及び内容等を踏まえ、基本協定書（案）

の関係規定に基づき取り扱うものとします。 

31 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 49 - - 

特定公園

施設の解

除に伴う

措置 

第 49 条では「第 35 条が準用する第 34条に基づき原

状回復する」とされていますが、第 35条は第 2章の

規定を準用するものであり、第 34条（第 3 章）との

関係が明確ではないように読めます。解除時の原状

回復義務を定める趣旨と、参照すべき条項をご教示

ください。 

第 49 条は、本協定の解除時に特定公園施設の出来形部

分が存在する場合、町がその全部又は一部を引き取る

場合を除き、認定計画提出者が原状回復を行うことを

定める趣旨です。なお、第 49条の「第 35 条が準用する

第 34条」との記載は、第 34条を準用する趣旨であり、

表現を修正する予定です。 

32 

別紙 1

基本協

定書

（案） 

- - 
44・

49・50 
- - 

解除の効

力 

第 50 条では「解除日以降、各当事者は本協定に定め

る義務を負わない」とされていますが、未払代金、出

来形の精算、契約不適合責任、原状回復及び守秘義務

等について、解除後又は期間満了後も存続する旨を

規定する予定はありますか。第 50 条との関係とあわ

せてご教示ください。 

本協定の解除又は期間満了後においても、その性質上

存続すべき義務については、引き続き効力を有する趣

旨です。第 50条との関係を含め、必要に応じて規定を

整理します。 

33 

別紙 2

特定公

園施設

建設・

譲渡契

約書

（案） 

- - 4 - - 
譲渡価額

の支払 

特定公園施設の整備費用について、代表企業ではな

い構成企業 A が資金調達及び施工企業への支払いを

担当する場合、応募グループ全社の合意及び必要な

受領権限の付与を前提として、貴町が支払う譲渡対

価の振込先を当該構成企業 A 名義の口座とすること

は可能でしょうか。可能な場合の必要書類・手続、又

は貴町が想定される受領方法をご教示ください。な

お、支払時期の変更を求めるものではありません。 

譲渡対価の支払については、特定公園施設建設・譲渡契

約書（案）の規定に基づき、認定計画提出者に対して支

払うことを基本とします。振込先を構成企業名義の口

座とする場合の取扱いについては、受領権限等を確認

の上、関係法令及び町の会計手続等に基づき対応する

ものとします。 
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No. 資料名 頁 章 大項目 中項目 小項目 項目名 質問事項 回答 

34 

別紙 2

特定公

園施設

建設・

譲渡契

約書

（案） 

- - 8 - - 

効力発生

（議会の

承認） 

第 8 条では、本契約は与那原町議会の承認を得たと

きに成立するとされています。 

①議会の承認の想定時期をご教示ください。 

②議会の承認を得られなかった場合に乙の負担とさ

れる費用（第 8 条第 2 項）には、基本協定に基づき

既に実施した設計・測量・地質調査等の費用も含まれ

ますか。 

③その場合の基本協定、公募設置等計画の認定及び

公募対象公園施設の事業の取扱いをご教示くださ

い。 

①議会の承認は、特定公園施設の設計完了後、建設・譲

渡契約の内容及び譲渡対価等を確定した上で、適当な

開催議会において、必要な手続を行うことを想定して

います。（【参考】定例議会開催：3・6・9・12 月） 

②特定公園施設建設・譲渡契約書（案）第 8条第 2項に

規定する費用には、本契約の成立を前提として実施し

た設計、測量、地質調査に要した費用も含まれるものと

します。 

③議会の承認を得られなかった場合の基本協定、公募

設置等計画の認定及び公募対象公園施設事業の取扱い

は、その時点の事業進捗等を踏まえ、本町と認定計画提

出者との協議により対応します。 

35 様式集 5 - - - - 
関係書類

一覧 

様式 7-1(事業の実施方針)の枚数について、関係書類

一覧では、枚数が「1」、様式 7-1 の見出しでは、「A4 

判 2 枚以内」と記載されています。どちらに従って

作成すればよろしいでしょうか。 

「A4 判 1枚以内」としてください。 

36 様式集 5 - - - - 
関係書類

一覧 

様式 7-7(資金計画及び収支計画)の用紙について、関

係書類一覧では、用紙サイズが「A3 横」、様式 7-7 の

見出しでは、「A4 判 1 枚以内」と記載されています。

様式 7-7 の本文は、どちらで作成すればよろしいで

しょうか。なお、添付する「資金計画表及び収支計画

表(様式 7-7 関連)」は、A3 横で作成するものと理解

しております。 

様式 7-7 について、用紙サイズは「A4 縦」、枚数は「1

枚以内」としてください。添付資料「資金計画表及び収

支計画表(様式 7-7 関連)」はお見込みの通りです。 

 


